
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
１．職員数の減少と計画策定の増加 

1994 年から長く続いてきた自治体の職員数

の減少も 2018 年に 2,737 千人で底を打った。

その後、2019 年は 2,762 千人、2020 年には

2,762 千人とこの 2 年間ではわずかではあるが

増員傾向にある。すでに知られたことではある

が、この間、自治体の業務は減少したわけでも

なく、むしろ増加傾向にあった。つまり、それ

ぞれの職場では増え続ける仕事のなかで減り続

けた職員が日々向き合ってきたのがこの 25 年

間だった。 
 増え続けた仕事のひとつに計画策定がある。

特に国からの法律に基づく計画策定要請の増加

が、これに拍車をかけてきた。国による計画策

定の増加傾向とその要因は、すでに松井（2019）
でも論じているが、簡単に述べればその原因は

地方分権改革の逆機能といってもよい。国とし

ては関与の法定化を規則通りに対応したがゆえ

の、法律による計画策定の要請の増加である。 
これには、まずは国の各府省担当者自らが不要

不急の計画の要請がないかを判断をし、自粛を

要請したいところである。対して、自治体は粛々

とこれらの要請にも応じてきた。ある自治体で

は国からの要請とばかりに恭順な態度で計画を

作成し、またとある自治体では国との長期的な

関係性を念頭におきながら、したたかに計画の

形を揃えることに腐心をしてきた。 
とはいえ、計画策定自体に係る負担は大きい。

限られた職員体制のもとの業務負担と計画策定 

 
 
 
 
 
 
に伴う利益を比べて、利益が大きければ、計画

策定に臨むことは悪くはないだろう。しかし、

負担が大きい場合はどうだろうか。はたして各

自治体ではどのように計画策定に臨んでいるの

だろうか。本稿では、人材育成という視点から

この問題を考えていく。 
 
２．自治体の計画策定に関わる職員体制の 3 つ

の特徴 
まず、自治体の計画策定に関わる職員体制を、

既存データをもとに素描してみる。そうすると

三つの特徴を見てとれる。 
まず一つめの特徴は、計画策定部門の担当職

員の増加である。日本全国の自治体で計画策定

に関わる職員数を把握する資料は現在のところ

はない。それは、計画策定に関わる職員は、い

わゆる企画担当部門の職員に限定しないためで

ある。事業部門の職員が参加する場合もあれば、

事業部門内でも管理職や担当職員に限定される

場合もある。正確な実態把握は困難である。 
しかし、全庁的な計画担当部門の職員数の把

握は可能である。坂本（2019）は、総務省の『地

方公共団体定員管理調査結果』をもとに、同調

査で中部門として集計された企画開発部門の職

員数に注目した。本稿でも、坂本（2019）にな

らい、ひとまずは企画開発部門の職員に注目し

てみる。 
図１は 2005 年から2019年までの 15年間の

各年度の『地方公共団体定員管理調査結果』の

うち一般会計部門の 11 の大部門ごとでの職員

数の推移を示してみた。部門間での対比が分か

りやすいように、2005 年の各大部門の職員数を

1 としてその後の推移を示した。また、坂本
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（2019）と同様に中部門である企画開発の数値

（都道府県と市町村等別の数値）も加えている。

以上の 12 部門の職員数推移から一目でわかる

特徴は、商工部門を除く 11 部門では、2005 年

の水準にも復元はされていないことである。職

員数減は横並びの減少傾向にある。 
しかし、11 部門すべてが同様の推移を示して

きたわけではない。大きく分ければ 3 つの傾向

がある。一つめは減少しつづける部門がある。

税務、衛生、農林水産である。二つめは、減少

傾向がとまった部門もある。これは議会、土木

がそうである。三つめには、減少傾向から増加

しはじめている部門がある。総務・企画や民生、

そして企画開発部門である。企画開発部門を特

に注目してみてみると、2013 年までの 2005 年

比では約 16％が減少してきた。しかし、その後

の職員数は増加し、2019 年には概ね 2005 年の

水準にまで復元をした。これは、図 2 では企画

開発部門の都道府県と市町村の推移を示してい

るが、いずれも同様の傾向である。とりわけ

2014 年以降の増員は顕著である。 
二つめの特徴は、計画策定に対する負担の増

加である。一つめの特徴であげた企画開発部門

の職員が増加し始めた 2014年は、いみじくも国 
が進めてきた地方創生が本格した時期であった。

これをもって坂本（2019）は「計画行政への対

応強化というよりも、むしろ地方創生の諸事業

への対応のために急ぎ増員対応が図られたと捉

えるのが妥当だろう」と看破する。なるほど、

全庁的な企画開発部門の職員増加には地方創生

対応が主因なのだろう。しかし、それ以外の要

因もあるのではないだろうか。それはやはり国

からの計画策定要請への自治体側での対応負担

の増加である。 

国からの計画策定要請に対する議論は、松井

（2019）の公表以降、現実の制度改革の課題と

して急速に注目を浴びてきた。全国知事会では

法律による計画策定の現状と課題を明らかにし、

国では、地方分権改革有識者会議にて提案募集

制度をもとに個別事項の協議が進められている。 

国からの法定計画策定は個々の自治体にとっ

て負担であることは間違いない。ただし、予算

や人員でどの程度の負担であるかが心証の範囲

での指摘に留まることが多かった。そのなかで、 

図１：部門別職員数の推移（2005～2019年） 
（出典）各年度の『地方公共団体定員管理調査結果』をもとに筆者作成 

（凡例）各年度の各部門の職員数は 2005年度を 1とした場合での割合を示している。 



 

全国知事会が設置した地方分権推進特別委員会

では、2021 年 5月に『地方分権改革推進 WT 中

間報告書』を公表している。同報告書では、表

1 のとおり『国土強靭化地域計画』『港湾計画』

『温室効果ガス排出削減等実行計画』の三つの

計画の策定コスト（人件費と事業費）を算出し

た。その結果、人件費をみると、『温室効果ガス

排出削減等実行計画』は 6,098千円(64.1％)、

『国土強靭化地域計画』は 8,932千円(59.4％)

であった。対して『港湾計画』の人件費は 26,133

千円(13.6％)であった。港湾計画の策定費用の

実額が他の二つに比べても 10倍程度があり、人 

 

件費の実額が高いことが分かる。以上の結果か

ら計画策定に要する人的負担は決して少なくは

ないことがわかる。 

 三つめの特徴は、計画策定は素人によって行

われてきたことである。素人という表現には反

発を抱かれるかもしれない。本稿でいう「素人」

とは計画策定経験の有無と定義しておく。 

松井（2020）では、2つの県（A、B県）に位

置する市町村で計画策定分に加わった職員の計

画策定の経験を調査した。表 2からも明らかの

ように、年齢では総じて 40～50代の職員が中心

であった。別途、職員規模で集計をしてみると、 

図 2：企画開発部門職員数の推移（2005～2019年） 
（出典）各年度の『地方公共団体定員管理調査結果』をもとに筆者作成 

（凡例）各年度の各部門の職員数は 2005年度を 1とした場合での割合を示している。 

表２ A県とB県に位置する市町村の計画策定組織の職員の年齢・階層数の推移 
（出典）松井望（2020）「自治体計画策定への職員参加と人材育成・活用」を一部改 

表１ 『国土強靭化地域計画』『港湾計画』『温室効果ガス排出削減等実行計画』の三つの計画の策定コスト 
（出典）全国知事会(2021)『地方分権改革推進WT 中間報告書（概要）』 

（凡例）調査回答府県の平均値。また、（）内の数字は合計に対する割合を示している。 

合計

国土強靱化地域計画 6,098千円 ( 40.6% ) 8,932千円 ( 59.4% ) 15,030千円

港湾計画 166,553千円 ( 86.4% ) 26,133千円 ( 13.6% ) 192,686千円

温室効果ガス排出削減等実行計画 5,969千円 ( 35.9% ) 10,657千円 ( 64.1% ) 16,626千円

事業費 人件費



 

比較的大きな町村では 30～40 代の職員が参加

をする割合も一定程度はあった。このように計

画策定の担当職員には組織内で職務経験が豊か

であることが前提とされてきているかのようで

ある。 

それでは職務経験は豊かであるとしても実際 

の計画経験はどうだろうか。表 3をご覧いただ

きたい。計画策定部門に所属する職員のうち初

めて長期計画を策定した職員が多いという回答

した市町村が半数を占めた。対して、過去に長

期計画等の策定に職員が多い、または、各部局

の基本計画等の策定に関わった職員が多い市町 

村は 1割程度であった。 

 自治体で策定される計画の重要度を考えてみ

れば、一定程度の計画策定の経験や専門性を有

した職員が計画策定に関わることが有益だろう。

そのため幹部職員や経験者が策定に参加するこ

とが合理的ともいえる。しかし、実際の策定で

は幹部職員は参加するものの、計画策定では未

経験の者が大半を占めていた。一見すると相反

するような結果ではある。しかし、この結果は

計画策定には、専門性以外での価値や目的があ

るのではないかとも考えられる。それは計画策

定を通じた職員参加による人材育成である。 
 
３．自治体計画と職員参加 
職員参加とは、日本の自治体で計画行政が定

着しはじめた 1960 年代ごろに提唱された造語

である。同時期に日本の自治体が取り組み始め

た住民参加との対語として生まれた職員参加で 

 
あるが、おおむね 3 つの効果が期待された。 
一つめは、政策の総合化である。放っておく

と専門分化・分立しがちな自治体組織を職員の

参加を通じて総合化するという目的があった。 
二つめは、計画策定の内部化による信頼確保

である。計画策定を外部機関に委ねることは効 
率化の観点からも望ましい場合もある。しかし、

財源制約からも委託の範囲には限界がある。部

分的な委託で計画の質を確保できなくなるおそ

れがあると当時は認識された。そこで、外部化

するよりも組織内部での計画作成が推奨され、

さらには計画の信頼を得やすいとの心証をもつ

時代が続いてきた。 
そして、三つめが人材育成である。職員参加

を通じた人材育成・活用には、次のような効果

が指摘されている。一つめは、職員たちの意欲

向上である。経営学者の田尾雅夫が述べるよう

に、「意思決定に実質的に参加できることがモチ

ベーション要因になる」のである。計画策定と

いう組織的な意思決定への参加を通じて、個々

の職員が公務の意義を自覚し、その自覚を通じ

て個々の職務に対する意欲が向上するという誘

因構造が考えられてきた。公務の動機付け

（Public Service Motivation）に関する研究で

は、公共に参加することの魅力、公共的な価値

へのコミットメント、思いやり、自己犠牲によ

って組織のモチベーションが強くなるとされて

いる。計画策定への職員参加にはまさに公務の

動機付けが期待されてきた。 
 二つめの効果は、若手職員の能力開発の機会

表 3 A県とB県に位置する市町村の計画策定組織の職員の計画策定経験 
（出典）松井望（2020）「自治体計画策定への職員参加と人材育成・活用」を一部改 



である。行政法学者の大橋洋一はこれを「計画

がもたらす間接的効果」（大橋 2008：148）と呼

ぶ。大橋は、計画策定の外部化により「外見上

は立派な自治体計画を入手できたとしても、他

方で、職員の能力開発の機会を放棄している」

（大橋 2008：148）とまで喝破する。下位の職

員や若手の職員たちの参加は、現場の意見を汲

む機会になるだろう。個々の職員は自らの意見

が反映されるという意思決定への実質的参加の

経験となる。これにより、個々の職員の職務能

力を育成し、さらには「職員のエンゲージメン

ト」（総務省 2021：24）を高める効果が期待さ

れていくのであろう。 
三つめの効果は、以上の二つの効果とも関連

をするが、計画策定の経験を通じて人事配置上

の選抜機会に用いられることがある。行政学者

の西尾隆は、三鷹市の長期計画の分析を踏まえ

て、三鷹市では計画策定に係わった職員のうち、

優秀な職員を「企画部門に集中させる傾向」（西

尾 1995:127）の人事配置があったことを明らか

にした。いわば、計画策定経験を通じた全庁的

な人材選抜が行われていたのである。このよう

な職員参加を通じた人材選抜は特定の市に限ら

れるものではない。他自治体での分析結果は、

松井（2020）をご覧いただきたい。 
 
４．自治体計画へのこれからの職員参加につい

て 
以上のように、計画策定への職員参加には人

材育成の効果が期待されてきた。それでは、そ

もそも計画策定を通じて開発される能力とは具

体的には何だろうか。地方自治学者の申龍徹に

よると、職員プロジェクトチーム方式で経験し

た職員たちの間には、他部門との情報交換が行

われ、「組織間の円滑な意思疎通」や「職員同士

のコミュニケーションの活性化により政策形成

能力の向上」（申 2004：94）であったという。 
計画、特に長期計画となると組織内外の多く

の部門や人々との間で幾重もの約束が積み兼ね

られる。いわば長期多角決済となりうる計画を

職員がつくり動かしていくには、計画策定の技

術以外にも職員には、特殊な専門性の修得が必

要となる。地方自治学者の竹内直人による財政

課職員のスキルを分析した論考にならうと、職

員参加を通じて何かを知るというよりも、職員

間での交流を通じて、誰が何を知っているかを

知り、さらにはこれにより「自分がいかに知ら

ないかを自覚し、情報を大切にする気質を身に

つけ、周囲にもそれを求める」（竹内 2019：124）
能力が必要となる。つまり、自治体組織内に多

数ある専門性を持った職場や職員との交流を通

じて、自治体内での一般性をもち、共通性があ

り、普遍性の高い知識を習得していく「柔軟な

専門性（flexpeciality）」（本田 2009：194-195）
の体得が期待されるのだろう。 
自治体の行政計画は第一義的には、まちづく

りを計画的に推進し、限られた行政資源のなか

で優先順位をつけ、社会経済環境の変化に対応

することにある(西尾 2013:100-106)。自治体計

画の策定に際して職員参加が重視された背景に

は、自治体にとって将来的に有為となる人材を

育成することも目的と考えられてきたためであ

る。経営学者の田尾雅夫の表現にならえば、「現

場重視を内実化して有為の人材」となるととも

に、「大所高所の立場に立つ」（田尾 2015：234）
ことが計画策定の職員参加に期待されてきたの

だろう。 
松井（2020）でも明らかにしたように、自治

体計画策定への職員参加を通じた人材育成と人

材活用は現代では広く定着している。ただし、

調査結果とはいえ、かつての職員参加論が喧伝

してきた自主参加よりも、制度化された職務に

よる職員参加が定着している実態がうかがえた。 
これは、職員参加が主張された 60 年前に比

べると、現代の執務環境は大きく変化している

ことが関連している。「職務の専門家」ではなく

「自治体の専門家」（松下 1980：330）となるべ

く幅の広い知識と経験を取得するために職員参



加が謳われた当時は、個々の職員の仕事と生活

では仕事が優先され、個々の職員の生活よりも

職場での仕事が、自らの人生で優先されてきた

のかもしれない。私的な生活時間を仕事に関連

する職員参加に時間に費やし、自己を陶冶する

ことが期待されてもしたのだろう。 
しかし、現代ではどうだろうか。2010 年代に

取り組まれた働き方改革を契機に、民間部門と

公共部門のいずれでも適正な働き方の実現が目

指されてきた。さらに、新型コロナウィルスの

感染拡大とデジタル化の進展がこの流れに竿を

さし公務の働き方自体が変わりつつある。いわ

ずもがなではあるが、公私の分離は官僚制本来

の姿である。「公務の動機付け」の美名のもとに

私的な生活時間を公務に侵食される必要はない。 
意欲がある職員たちは、職場に限定すること

なく、自主的に研鑽する機会を自治体外に求め

て活動をしてきている。さらに、職員の範囲も

従来のように常勤職には限定されない多様な経

験と知識をもった職員が多様な勤務形態のなか

で一つの職場にいる。職員と執務状況の多様化

が日常風景である現在、旧態依然とした職員参

加では職員全体の能力向上は期待できない。職

員と働き方の現状に即した自治体計画策定への

職員参加のあり方の検討が今後の課題であろう。 
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